
平成27年度国⽴教育政策研究所教育課程研究センター関係指定事業研究協議会

平成２８年２月２日

北海道教育⼤学附属函館中学校



開 校 昭和２２年４⽉１⽇

教員数 常 勤 １８名（⼤学教授と兼務の校⻑を含む）
⾮常勤（教科）１０名
※社会科３名（常勤）

⽣徒数 ３２９名（平成２７年度）
第１学年 １０６名
第２学年 １０６名
第３学年 １１７名

※平成２６年度⼊学⽣徒から３５⼈学級へ移⾏

特徴ある
取組

⽣徒１⼈に１台のタブレットPCを貸与
※⾃宅への持ち帰りも認める （平成２５年度〜）

本校の概要



研究主題設定の理由

学校研究主題

課
題

問題解決能⼒の育成を⽬指すために

成
果



研究体制

渡島教育局・函館市及び渡島
の公⽴中学校との連携

北海道教育⼤学との
共同研究

⽇常の授業実践例の提⽰



１年間の主な取組（平成27年度）

学習指導案は追加資料参照

学習指導案は追加資料参照



研究内容

○単元の指導⽬標達成のために⽣徒が単元を通して追究し続ける
○問題解決的な学習を意図的・計画的に展開する

学習課題
設定の⼯夫

本校及び渡島管内公⽴中学校での授業
実践における学習課題の整理・分析

学習課題
の改善

⽣徒によるワークシートへの記述状況
に基づいた学習課題の適正性の検討

＊平成27年度で特に重点的に取り組む４つの単元（公⺠的分野）

（１）私たちと現代社会 イ 現代社会をとらえる⾒⽅や考え⽅
（２）私たちと経済 イ 国⺠⽣活と政府の役割
（３）私たちと政治 イ ⺠主政治と政治参加
（４）私たちと国際社会の諸課題 ア 世界平和と⼈類の福祉の増⼤



具体的な研究活動

単元前

単元を
構成する
１単位時間
ごとの
授業末

単元後

「単元を貫く学習課題」
の実施時期 「単元を貫く学習課題」の意義



具体的な研究活動

本校及び渡島管内公⽴
中学校での

授業実践における
学習課題の整理・分析

「単元を貫く学習課題」設定の⼯夫

単元 単元を貫く学習課題
(1)イ 職員会議で次のようなルールがつくられました。「附属中学校の⽣徒は，校

内において携帯電話やスマートフォンを所持・使⽤することができる」あな
たはこのルールをどのように考えますか？

(2)イ 2019年４⽉１⽇からの消費税率22％への引き上げに賛成か，条件付賛成か，
反対か？

(3)イ まちの課題を解決し，よりよいまちにするためには，誰が何をするべきか？



研究内容
単元構成表は追加資料参照



具体的な研究活動

単元を貫く学習課題
2019年４⽉１⽇からの消費税率22％への引き上げに
賛成か，条件付賛成か，反対か？

１単位時間の学習課題設定の⼯夫

時 １単位時間の学習課題
１ 直接税と間接税の⽐率はどのようにあるべきか？
２ 増税は景気にどのような影響を与えるか？
３ ⽇本の社会保障制度を⽀える財源は何か？
４ 少⼦⾼齢化の中で社会保障を充実させるためには，どのような⽅法があるか？
５ 公害防⽌と環境保全のために，財政に何ができるのか？



具体的な研究活動

習得すべき知識・技能等

「⼩学校社会科の内容との関連」
「中学校社会科の各分野との関連」

の設定



研究成果

ワークシートは追加資料参照ワークシート例 （１）イ



研究成果

ワークシート例 （２）イ



研究成果

ワークシート例 （３）イ

私たちのまちの課題の設定



今後の課題

ワークシートの記述から
より意欲的に追究するようす授業者

が設定 学習者の内⾯に⽣じる疑問
や問題意識に基づいた
より意欲的に追究できる
学習課題の設定⽅法の検討

単元Aの「単元を貫く学習課題」

単元Bの「単元を貫く学習課題」

単元Cの「単元を貫く学習課題」

単元Dの「単元を貫く学習課題」
「単元を貫く学習課題」
をさらに貫く視点の検討

貫
く
視
点

＜案として＞
消費者の⽴場，主権者（有権者）の⽴場，
持続可能の視点，まちづくりの視点 など



今後の課題

⼩学校及び中学校他分野との関連

問題解決的な学習のために習得すべき
知識・技能等



今後の課題

今年度（平成27年度） 次年度（平成28年度）

複数の社会科教諭がワーク
シートへの記述を評価する

より簡便で汎⽤性の⾼い⽅法や
定期テストでの問題解決能⼒を

測る設問の検討


